
１ 令和７年７月の雇用失業情勢について 

（職業安定部 職業安定課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 令和８年３月新規高等学校卒業予定者の求人・求職状況（令和７年７月末現在） 

（職業安定部 訓練課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 令和６年度 個別労働紛争解制度及び雇用均等関係法令にかかる施行状

況について公表します                     （雇用環境・均等室） 

   

 

 

有効求人数    36,392 人  対前月比  0.4％減少（２か月連続の減少） 

 

 有効求職者数   34,097 人   対前月比  0.8％増加（３か月連続の増加） 

 

 有効求人倍率    1.07 倍   前月比  0.01 ポイント減少 

※ 数値は季節調整値 

 

 

○求 人 数  6,003 人  対前年同月比  2.7％（168 人）減 ※１ 

○求 職 者 数  3,180 人    同     0.6％（ 18 人）増 ※２ 

○求 人 倍 率   1.89 倍     同       0.06 ポイント 減 ※３ 

 

※１ 求人数は、鹿児島県内で受理したものを計上しています。 

※２ 求職者数は、学校やハローワークからの職業紹介を希望する生徒です。 

※３ 求人倍率は、厚生労働省発表に合わせて全求職者と県内求人により算出しています。 

※４ 広域通信制高校は除きます。 

 

令和６年度の個別労働紛争解制度及び雇用均等関係法令の施行状況を公表しま

す。   



鹿 児 島 労 働 局 職 業 安 定 部

職 業 安 定 課 長 前野 里美
地方労働市場情報官 佐藤 克己

℡． 099 ( 219 ) 8711

〇有効求人倍率の状況

・有効求人倍率（季節調整値） １．０７倍 前月より0.01ポイント減少

・全国では38番目。九州では、佐賀県、大分県、宮崎県、熊本県、福岡県、長崎県に次ぎ７番目。

・〔全国〕 有効求人倍率（季節調整値） １．２２倍 前月と同率

・有効求人数（季節調整値） ３６，３９２人 前月より0.4％減少（２か月連続の減少）

・有効求職者数（季節調整値） ３４，０９７人 前月より0.8％増加（3か月連続の増加）

・就業地別有効求人倍率（季節調整値）１．１６倍 前月より0.02ポイント減少

※公表値としては、集計開始以降、継続的に「受理地別」（求人を受理したハローワークの所在地で求人数を集計）を使用。

「就業地別」は、求人票に記載された就業場所をもとに、実際に就業する就業地で求人数を集計し、算出したもの。

〇新規求人・求職の状況

・新規求人倍率（季節調整値） １．８５倍 前月より0.02ポイント減少（４か月連続の減少）

・新規求人数（原数値） １２，９４４人 前年同月より9.3％減少（９か月連続の減少）

主要産業の新規求人数（前年同月比）
増加した業種・・・・・サービス業（他に分類されないもの）（19.1％増）

減少した業種・・・・・建設業（14.6％減）、製造業（14.3％減）、運輸業・郵便業（6.6％減）

卸売業、小売業（28.7％減）、宿泊業・飲食サービス業（38.2％減）

医療、福祉（7.4％減）

・新規求職申込件数（原数値） ６，３３５人 前年同月より1.5％減少（２か月ぶりの減少）

鹿 児 島 労 働 局 発 表

令和７年８月２９日（金）

鹿児島の雇用失業情勢（令和７年７月分）の概要について

～有効求人倍率は、１．０７倍で、前月を０．０１Ｐ下回った～

県内の雇用失業情勢は、求人が求職を上回っているものの、求人が緩やかに減少している。物
価上昇等が雇用に与える影響について、引き続き注視が必要。

Press Release

７月の概要



１. 求人倍率の推移(一般・ パート、年度平均は原数値、各月は季節調整値)

*６年12月以前の各月の季節調整値（下線部分）は季節調整値替済み

２. 求人の動き(一般・パート、原数値)

新規求人数が９か月連続で前年同月を下回り、有効求人数が２９か月連続で前年同月を下回った。
各月右欄は、前年同月比(％)
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令和６年４月以降の対前年同月比については、産業分類改定による影響のある産業について（）で示している。
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３­１. 求職の動き(一般・パート、原数値）

新規求職申込件数が２か月ぶりで前年同月を下回り、有効求職者数が１２か月連続で前年同月を下回った。

各月右欄は、前年同月比(％)

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち65歳以上

有効求職者数

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

３­２． 新規求職申込件数の態様別状況（一般・パートのうち常用、原数値 )

各月右欄は、前年同月比(％)
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４. 就職の動き(一般・パート）

就職件数は、４４歳以下の年齢層で前年同月を下回った一方、４５歳以上の年齢層で前年同月を上回った。
各月右欄は、前年同月比(％)

就職件数

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

５.正社員の求人・求職状況（原数値）

正社員有効求人倍率は、前年同月を0.02P下回った。

各月のうち右欄は、前年同月比(求人数、求職者数は％、その他はポイント)

（※）正社員有効求職者数・・・・パートを除く常用の有効求職者数（派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれている。）

６.令和７年度 鹿児島労働局 安定所別 有効求人倍率の推移（一般・パート、原数値）
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正社員有効求職者数（※） 18,818 ▲ 2.9 19,182 ▲ 4.5
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0.98
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19,565

▲ 5.2 19,055 18,780

19,349

全 国 1.02 ▲ 0.00 0.99 0.03
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▲ 4.7

0.04 1.14 0.18 1.18 0.19

▲ 6.4 19,361 ▲ 4.2

0.455.5% 1.9

1.03

正社員有効求人数 20,181 ▲ 3.6 19,911 ▲ 7.7

正社員有効求人倍率 1.07 ▲ 0.01 1.04 ▲ 0.03 ▲ 0.021.02 ▲ 0.02 1.02 ▲ 0.02

新規求人数に占める割合 51.9% 1.9 53.0%52.5% 1.0 1.152.3%

6,881 ▲ 3.8 7,057 ▲ 7.2 ▲ 8.66,533 ▲ 0.2 6,8566,427

令和７年
７月

▲ 6.1

令和６年度
( 月平均 ) ４月 ５月 ６月

正社員新規求人数

令和６年７月 1.12 1.61 0.88 0.99 1.35 1.00 0.84 1.05 0.90 1.33 1.11 1.04 1.10 1.10
８月 1.11 1.80 0.91 0.99 1.35 1.01 0.92 1.00 0.86 1.32 1.14 1.02 1.04 1.09
９月 1.08 1.95 1.01 1.02 1.32 1.00 0.89 1.01 0.80 1.37 1.12 1.03 1.02 1.09
１０月 1.13 2.02 0.98 0.99 1.37 1.01 0.84 1.06 0.84 1.39 1.14 1.02 1.09 1.12
１１月 1.18 2.09 1.01 0.97 1.40 1.05 0.84 1.01 0.91 1.49 1.15 1.03 1.10 1.15
１２月 1.25 2.23 1.05 1.00 1.48 1.10 0.91 1.08 0.94 1.53 1.22 1.06 1.16 1.21

令和７年１月 1.19 2.02 1.02 1.00 1.41 1.06 1.04 1.14 0.93 1.26 1.18 1.05 1.17 1.17
２月 1.18 2.08 1.06 1.04 1.35 1.04 1.05 1.17 0.91 1.25 1.14 1.28 1.05 1.17
３月 1.17 1.95 1.01 0.96 1.35 1.05 1.08 1.09 0.96 1.27 1.16 1.16 1.03 1.15
４月 1.09 1.83 0.94 0.90 1.20 0.97 0.91 1.02 0.87 1.24 1.14 1.03 1.00 1.07
５月 1.05 1.69 0.85 0.79 1.24 0.93 0.87 1.00 0.84 1.19 1.10 0.89 1.03 1.02
６月 1.00 1.40 0.90 0.80 1.27 0.94 0.84 1.02 0.88 1.15 1.14 0.86 1.05 1.01
７月 1.02 1.30 0.94 0.85 1.30 0.92 0.89 1.04 0.86 1.17 1.18 0.93 1.00 1.03

局計名瀬 指宿国分 大口 加世田 伊集院 大隅 出水安定所 鹿児島 熊毛 川内 宮之城 鹿屋



〇新規求人数・・・・・・ ハローワークにおいて当該期間中に受け付けた求人数。

「前月から繰越された有効求人数」と当月の「新規求人数」の合計。

ハローワークにおいて当該期間中に新たに受け付けた求職申込の件数と、新たにハローワーク
インターネットサービスからオンライン登録を行った件数（オンライン登録者）の合計。

「前月から繰越された有効求職者数及び有効オンライン登録者」と当月の「新規求職申込件数」
の合計。

求職者数に対する求人数の割合。
求人を受理したハローワークが所在する地域ごとに集計した数値である受理地別求人倍率と、
実際に就業する地域ごとに集計した数値である就業地別求人倍率がある。

「新規求人数」÷「新規求職申込件数」（新規オンライン登録者を含む）。

「月間有効求人数」÷「月間有効求職者数」（月間オンライン登録者を含む）。

「正社員の有効求人数」÷「パートを除く常用の有効求職者数」（月間オンライン登録者を含む）。
ただし、「パートを除く常用の有効求職者」には、派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、
厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

１年を周期として繰り返す季節的な要因による変動の影響を取り除いた値。
求人数や求職数は、経済状況だけでなく、社会習慣等の季節的な理由によっても変化する。
そのため、季節変動を有する系列の分析を行う際には、季節的な理由による変動を排除する必要が
あり、この季節変動の除去を「季節調整」という。
※ 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。
※ 毎年１回（１月分公表時に）季節調整値替えが行われ、過去の季節調整値は改訂される。

実際の数値（季節調整前の数値）。

ハローワークの有効求職者が、ハローワークの紹介により就職したことを確認した件数と、
オンライン登録者がハローワークインターネットサービスから自主的に応募し就職が確認された
件数の合計。

〇一 般・・・・・ パートタイム以外のものをいう。

パートタイムの略。１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週間の
所定労働時間に比べて短いものをいう。

雇用契約において雇用期間の定めがない、又は４か月以上の雇用期間が定められているもの
（季節労働を除く）。

パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。

（注） ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに
来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や求職者がハローワークインターネットサービスの求人に
直接応募した就職件数等が含まれている。

⇒正社員有効求人倍率・・・・・

⇒新規求人倍率・・・・・

⇒有効求人倍率・・・・・

○求 人 倍 率 ・・・・・・

〇有効求人数・・・・・・

〇新規求職申込件数・・・・・・

〇常 用・・・・・

〇パ ー ト・・・・・

〇原 数 値 ・・・・・

〇就 職 件 数 ・・・・・

〇正 社 員・・・・・

〇有効求職者数・・・・・・

〈 用 語 の 解 説 〉

〇季節調整値・・・・・
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報道関係者 各位

令和６年度 個別労働紛争解決制度及び雇用均等関係法令
にかかる施行状況について公表します

～総合労働相談件数は、５年連続で１万２千件超え～

令和７年８月29日（金）
【照会先】
鹿児島労働局 雇用環境・均等室

監 理 官 鏡園 哲生

室 長 補 佐 山元 洋子
電話（099）223-8239

鹿児島労働局（局長 永野 和則）は、令和６年度の「個別労働紛争解決制度」※１

（個々の労働者と事業主間のトラブルを対象とした「総合労働相談※２」、「助言・指導※

３」、「あっせん※４」）及び雇用均等関係法令※５（男女雇用機会均等法、育児・介護休業

法、パートタイム・有期雇用労働法、労働施策総合推進法）の施行状況をとりまとめました

ので、公表します。

【ポイント】
１ 総合労働相談件数は5年連続で1万2千件超え
・ 令和６年度における総合労働相談件数は12,484件（前年度から4.8%減少）。
（内訳延べ数）
①法令制度の内容に係る問い合わせ 8,566件
②労働基準法等に係る法令違反の疑いがある相談 2,722件
③個別労働紛争等に係る相談 3,801件
④その他 260件

２ 民事上の個別労働紛争における相談件数は、「自己都合退職」が最多
・ 民事上の個別労働紛争※６に関する相談件数は3,801件で、うち「自己都合退職」に
関する相談は825件（前年度比1.6％減）で最も多く、次いで「いじめ・嫌がら
せ」にかかる相談が682件（前年度比12.8％減）で、これらの相談で全体の4割近く
を占めることとなった。

３ 雇用均等法関係法令にかかる相談件数
・ 雇用均等関係法令にかかる相談件数は2,227件(前年度より7.0％増加)。最も多い
ものが労働施策総合推進法に関する相談で968件（43.5％）、次いで育児・介護休
業法に関する相談は839件（37.7％）でこの2法で全体の81.1％を占める。

４ ハラスメントに関する相談では、「パワーハラスメント」が最多
・ ハラスメントに関する相談は1,395件で、うち職場における「パワーハラスメン
ト」は968件（前年度比7.2％減）で、ハラスメントに関する相談件数全体の
69.4％を占めている。

５ ハラスメントや不利益取扱いに係る紛争解決援助※７の申立及び調停※８申請件数
・ ハラスメントや不利益取扱いに係る紛争解決援助の申立件数は10件。
・ ハラスメントや不利益取扱いに係る調停の申請件数は５件。
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【資料１】

【資料２】
【資料３】
【資料４】
【資料５】

令和６年度鹿児島労働局における個別労働紛争解決制度及び雇用均等関
係法令に係る施行状況
令和６年度における事例
パンフレット「職場のトラブル解決サポートします」
パンフレット「職場のトラブルで悩んでいませんか？」
リーフレット「2020年（令和２年）６月１日から、職場におけるハラス
メント防止対策が強化されました！」

2

※１ 個別労働紛争解決制度
「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」に基づき、総合労働相談コーナーにおける

「総合労働相談」、都道府県労働局長による「助言・指導」、紛争調整委員会による「あっせ
ん」の３つの制度がある。

※２ 総合労働相談
県内６か所（鹿児島労働局、各労働基準監督署内）に、あらゆる労働問題に関する相談にワン

ストップで対応するための総合労働相談コーナーを設置し、専門の相談員が対応している。

※３ 助言・指導
民事上の個別労働紛争について、都道府県労働局長が、紛争当事者に対して解決の方向を示す

ことで、紛争当事者の自主的な解決を促進する制度。助言は、当事者の話し合いを促進するよう
口頭または文書で行うものであり、指導は、当事者のいずれかに問題がある場合に問題点を指摘
し、解決の方向性を文書で示すもの。

※４ あっせん
都道府県労働局に設置されている紛争調整委員会のあっせん委員（弁護士などの労働問題の専

門家）が、紛争当事者の間に入って話し合いを促進することにより、紛争の解決を図る制度。

※５ 雇用均等関係法令
「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機会均等

法）」、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育児・介
護休業法）」、「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パートタ
イム・有期雇用労働法）」、「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活
の充実等に関する法律（労働施策総合推進法）」の４つの法律を総称したもの。

※６ 民事上の個別労働紛争
労働条件その他労働関係に関する事項についての個々の労働者と事業主との間の紛争（労働基

準法等の違反に関するものを除く）。

※７ 紛争解決援助
雇用均等関係法令に係る紛争について、都道府県労働局長が、労働者と事業主との間の紛争を

法に忠実かつ客観的な立場から、当事者双方の意見を聴取し、双方の意見を尊重しつつ法の趣旨
に沿って問題解決に必要な具体策を提示（助言・指導・勧告）することにより紛争の解決を図る
制度。

※８ 調停
雇用均等関係法令に係る紛争について、都道府県労働局に設置されている紛争調整委員会の調

停委員（弁護士などの労働問題の専門家）が、紛争当事者である労働者と事業主との間に第三者
として関与し、当事者双方から事情を聴取し、紛争解決の方法として調停案を作成し、当事者双
方に調停案の受諾を勧告することにより紛争を解決する制度。

＜添付資料＞



令和６年度 鹿児島労働局における
個別労働紛争解決制度及び
雇用均等関係法令に係る施行状況

１ 令和6年度 鹿児島労働局における

総合労働相談の状況

２ 令和6年度 個別労働紛争解決制度の運用状況

３ 令和6年度 雇用均等関係法令に係る法施行状況
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民事上の個別労働紛争 総合労働相談件数

１ 令和6年度 鹿児島労働局における総合労働相談の状況

総合労働相談件数は12,484件（対前年度比4.8％減）（図１）。
民事上の個別労働紛争に関する相談は3,801件であり、前年度から2.5％増

加している。

図１ 総合労働相談件数の推移

（１）総合労働相談件数の推移

※注
■「総合労働相談」：鹿児島労働局、各労働基準監督署内に、あらゆる労働問題に関する相談にワン

ストップで対応するための総合労働相談コーナーを設置し、専門の相談員が
対応。

■「民事上の個別労働紛争」：労働条件その他労働関係についての個々の労働者と事業主との間の
紛争（労働基準法等の違反に係るものを除く）

総合労働
相談件数

民事上の個別
労働紛争件数
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（２）民事上の個別労働紛争（主要相談内容別内訳）

相談内容別では、「自己都合退職」825件（対前年度比1.6％減）がトップとなり、つ
いで「いじめ・嫌がらせ」に関するものが682件（対前年度比12.8％減）となっている
（図２）（注）。

図２ 民事上の個別労働紛争件数の推移

（注）
■１回の相談において複数の内容にまたがる相談が行われた場合には、複数の相談内容を件数として計上している。また、
主要相談内容以外に、雇止め、出向・配置転換、懲戒処分、募集・採用、その他に関する相談も含まれるため、合計数は
【図１】に一致しない。
■「いじめ・嫌がらせ」：「職場におけるパワーハラスメント」に該当しない嫌がらせ全般をいう。
■令和４年４月の労働施策総合推進法の全面施行に伴い、（これまで「いじめ・嫌がらせ」に含まれてい た）同法上のパ
ワーハラスメントに関する紛争は全て（同法に基づく紛争解決援助の対象となり）別途集計する こととなったため、令和３
年度以前と令和４年度以降では集計対象に大きな差異がある。

30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

いじめ・嫌がらせ 1139 1,430 1,307 1,475 880 782 682

自己都合退職 797 906 663 848 804 838 825

解雇 445 499 546 570 513 457 522

労働条件の引き下げ 401 373 465 411 373 408 393

退職勧奨 297 392 394 422 329 346 375
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3



（３）雇用均等関係法令にかかる相談件数の推移

雇用均等関係法令にかかる相談件数は2,227件（前年度より7.0％増加）
（図３）。

最も多いものが、労働施策総合推進法に関する相談で968件（43.5％）、
次いで育児・介護休業法に関する相談は839件（37.7％）でこの2法で全体
の81.1％を占める (表３)。
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図３ 相談内容件数の推移

表３ 相談件数の推移

6年度５年度４年度３年度２年度

358244390329330男女雇用機会均等法

8397301,099948708育児・介護休業法

16パートタイム労働法

626489138104パートタイム・有期雇用労働法

9681,0431,108648562労働施策総合推進法

2,2272,0812,6862,0631,720計
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（４）総合労働相談の内容（ハラスメント関係）

総合労働相談件数12,484件のうち、ハラスメントに係る相談件数は
1,395件であった（対前年度比2.6％増加（前年度1,360件））(図４)。

職場におけるパワーハラスメントに関する相談が968件(前年度比7.2％
減）で、ハラスメントに関する相談件数全体の69.4％を占めている(表４)。

図４ 総合労働相談の内容（ハラスメント関係）

表４ 総合労働相談の内容（ハラスメント関係）

割合令和6年度ハラスメントに係る相談の内訳

0.4％6介護ハラスメント・不利益取扱い

9.6％134育児ハラスメント・不利益取扱い

9.0％126妊娠・出産等に関するハラスメント・不利益取扱い

11.5％161セクシュアルハラスメント

69.4％968パワーハラスメント

1395計
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※注
■「職場におけるパワーハラスメント」：職場において行われる、以下の3つの要素をすべて満たすものをいう。
・優越的な関係を背景とした言動であって、
・業務上必要かつ相当の範囲を超えたものにより、
・労働者の就業環境が害されるもの

5



図５ 相談件数（育児休業関係）の推移

表５ 相談内容（育児休業関係）の内訳

育児関係では、「育児休業」が302件（対前年度比7.6％減）、「育児休
業以外（子の看護休暇、短時間勤務など）」が216件（対前年度比63.6％
増）、「育児休業に関する不利益取扱い」が69件の順になっている（図５）
（表５）。

割合令和6年度育児休業に係る相談の内訳

46.3％302育児休業

33.1％216
育児休業以外（子の看護休暇、短時間勤務など）

10.6％69育児休業に係る不利益取扱い

3.2％21
育児休業以外に係る不利益取扱い

6.7％44育児ハラスメント

652計

（５）総合労働相談の内容（育児休業関係）
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２ 令和６年度 個別労働紛争解決制度の運用状況

個別労働紛争解決制度の助言・指導（注）の申出件数は36件で、昨年度よ
り14件減少した（対前年度比28.0%減）（図１）（表１）。

図１ 助言・指導申出件数及び主要な申出内容の推移

表１ 主要な助言・指導申出内容の推移

（１）助言・指導の状況

（注）
■「助言・指導」：民事上の個別労働紛争について、都道府県労働局長が、紛争当事者に対して解決の方向を示すことで
、紛争当事者の自主的な解決を促進する制度。助言は、当事者の話し合いを促進するよう口頭または文書で行うものであ
り、指導は、当事者のいずれかに問題がある場合に問題点を指摘し、解決の方向性を文書で示すもの。
■１回の助言において複数の内容にまたがる助言が行われた場合には、複数の相談内容を件数として計上している。また
、主要な項目のみを比較していることから、申出内容の件数と申出件数は一致しない。

6年度5年度４年度３年度２年度

336 2 4 出向・配置転換

472 128解雇

542 35雇止め

5814 87自己都合退職

1210 35退職勧奨

735 415労働条件引き下げ

157 2331いじめ・嫌がらせ
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個別労働紛争解決制度の紛争調整委員会によるあっせん（注）の申請件数は16件で、
昨年度より4件減少した（前年度比20.0%減）（図２）（表２）。

申請内容別では、「解雇」「いじめ・嫌がらせ」に関するものがそれぞれ4件で最も多
かった。

図２ あっせん申請件数及び主要な申請内容の推移

表２ 主要なあっせん申請内容の推移

（２）紛争調整委員会によるあっせんの状況

（注）
■「あっせん」：都道府県労働局に設置されている紛争調整委員会のあっせん委員（弁護士などの労働問題の専門家）が、紛争当
事者の間に入って話し合いを促進することにより、紛争の解決を図る制度。
■１回のあっせんにおいて複数の内容にまたがる申請が行われた場合には、複数の申請内容を件数として計上している。よって、
申請内容の件数と申請件数は一致しない。

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度

00022出向・配置転換

10122退職勧奨

15344雇い止め

44475解雇

417711いじめ・嫌がらせ
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いじめ・嫌がらせ

申請件数
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

パートタイム・

有期雇用労働法

パートタイム労働法

育児・介護休業法

男女雇用機会均等法

労働施策総合推進法

３ 令和６年度 雇用均等関係法令に係る法施行状況

◆雇用均等関係法令に係る是正指導件数は、1,267件。
◆雇用均等関係法令の内訳は、男女雇用機会均等法167件（13.2％）、労働施策総合推進法
104件（8.2％）、パートタイム・有期雇用労働法700件（55.2％）、育児・介護休業法
296件（23.4％）（図１及び表１）

図１ 是正指導件数の推移

（１）雇用均等関係法令の是正指導件数の状況

表１ 是正指導内容の推移

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度
70047155401184パートタイム・有期雇用労働法

----137パートタイム労働法

296475108366413育児・介護休業法

16711059136165男女雇用機会均等法

1041181171211労働施策総合推進法
1,2671,174339915910計

（注）
■「労働施策総合推進法」：令和2年6月から大企業に、令和4年4月からは中小企業に、職場におけるパワーハラスメント
防止措置が義務付けられた。
■「パートタイム・有期雇用労働法」：パートタイム労働法がパートタイム・有期雇用労働法に改正され、令和2年4月に
施行(令和3年4月に全面施行)。 9
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

パワーハラスメント

育児・介護休業等に関するハラスメント
及び不利益取扱い

妊娠・出産等に関するハラスメント
及び不利益取扱い

セクシュアルハラスメント

是正指導件数は363件（対前年度比11.7%増）（図２）。
指導事項の内容は、「パワーハラスメント」が104件（28.7％）と最も多

く、次いで「育児・介護休業等に関するハラスメント及び不利益取扱い」が
100件（27.5%）となっている（表２）。

図２ ハラスメント及び不利益に係る是正指導件数の推移

（２）ハラスメント及び不利益取扱いにかかる是正指導の状況

表２ ハラスメント及び不利益に係る是正指導内容の推移

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度

1041181171211パワーハラスメント

1001123883146育児・介護休業等に関するハラスメント
及び不利益取扱い

8143204556妊娠・出産等に関するハラスメント
及び不利益取扱い

7852194651セクシュアルハラスメント

363325194186264計
（注）
■「パワーハラスメント」は、パワハラ防止措置、パワハラに係る事業主の責務（研修の実施等）、パワハラに係る事業
主の責務（自らの言動）、パワハラ相談を理由とする不利益取扱いに係る是正指導件数の合計。

■「育児・介護休業等に関するハラスメント及び不利益取扱い」は、育児休業に係る不利益取扱い、育児休業以外に係る
不利益取扱い、介護休業等に係る不利益取扱い、育児休業等に関するハラスメント防止措置、介護休業等に関するハラス
メント防止措置に係る是正指導件数の合計。
■「妊娠・出産等に関するハラスメント及び不利益取扱い」は、妊娠、出産等に関するハラスメント措置義務、妊娠、出
産等に関するハラスメントに係る事業主の責務、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いに係る是正指導件数の合計。
■「セクシュアルハラスメント」は、セクシュアルハラスメント措置義務及びセクシュアルハラスメント事業主の責務に
係る是正指導件数の合計。 10
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パワハラ相談を理由とする

不利益取扱い

セクシュアルハラスメント

防止措置

紛争解決援助の申立件数は10件(4件増）。
紛争解決援助を申立事項の内容は、「パワーハラスメント防止措置」が9

件（90.0%）、 「セクシュアルハラスメント防止措置」が1件（10.0%）
であった（図3-1）。

調停の申請件数は5件(前年度と同数)で、「パワーハラスメント防止措
置」が5件（100.0%）であった（図3-2）。

図３-1 紛争解決援助申立受理件数の推移

（３）ハラスメント及び不利益取扱いにかかる紛争解決援助の申立及び調停
申請受理の状況
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図３-2 調停申立受理件数の推移
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不合理な待遇の禁止

労働条件の文書交付等

その他（指針等）

賃金

教育訓練

就業規則の作成の手続

短時間・有期雇用管理者の選任

相談のための体制の整備

是正指導件数は700件（対前年度比48.6%増）（図4）。
指導事項の内容は、「措置の内容の説明」が141件（20.1％）と最も多く、

次いで「通常の労働者への転換」が116件（16.6%）となっている（表4） 。

（4）パートタイム・有期雇用労働にかかる是正指導の状況

図4 パートタイム・有期雇用労働に係る是正指導件数の推移

表４ パートタイム・有期雇用労働に係る是正指導件数の推移

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度
945536021労働条件の文書交付等
363456330就業規則の作成の手続
10672350不合理な待遇の禁止
00000差別的取扱いの禁止
774623019賃金
06075教育訓練
1166185132通常の労働者への転換
1419196237措置の内容の説明

00010待遇の相違の内容及び
理由の説明

1115256相談のための体制の整備
2945115521短時間・有期雇用管理者の選任
9046126213その他（指針等）
70047155401184計
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雇用環境整備

育児休業

個別周知・意向確認

子の看護休暇

休業期間等の通知

所定労働時間の短縮措置等

出生時育児休業

是正指導件数は151件（対前年度比44.5%減）（図５）。
指導事項の内容は、「休業等に関するハラスメント防止措置」が50件

（33.1％）と最も多く、次いで「所定労働時間の短取得措置等に準ずる措
置」が29件（19.2%）となっている（表５） 。

（5）育児関係の是正指導の状況

図5 是正指導件数（育児休業関係）の推移

表５ 是正指導件数（育児休業関係）の推移

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度内 容
184761731育児休業

362－－出生時育児休業

72053515子の看護休暇

00003休業に係る不利益取扱い
00011休業以外に係る不利益取扱い
12204所定外労働の制限
23206時間外労働の制限
32115深夜業の制限
000－－育児休業取得率の公表
18369－－雇用環境整備
893－－個別周知・意向確認
594511所定労働時間の短縮措置等

296169252
所定労働時間の短縮措置等に
準ずる措置

5056194171
休業等に関するハラスメント
防止措置

7212931休業期間等の通知
15127261201230計
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資料２ 

令和６年度における事例 

助言 シフト作成にかかる助言・指導 

事案の 

概要 

申出人（短時間労働者）は、宿泊施設にてフロント業務などを行っていたが、

事業場では退職者が相次ぎ、自己の労働条件を超えた時間のシフトが組まれ、休

みが少なくなっていた。責任者と何度も話し合ったが「自分たちで考えるよう

に」などと言われ、取り合ってもらえなかった。体調を崩し急遽休んでいるが、

このようなことが無いと休みが取れない状況が非常につらいため、申出人は、話

し合いで解決したいとして助言を申し出た。なお、申出人は助言を申し出たこと

により退職に追い込まれるような不利益が発生しないか不安を抱えていた。 

助言・指導の 

内容・結果 

 事業主から事情を聴取したところ、急な退職が重なり人手不足でシフトを作成

する責任者も非常に頭を悩ませていた。責任者も忙しく言動がきつくなったのか

もしれないと述べる一方、今後の対策として予約の一部制限などの措置を検討し

ているとのことであったため、助言を申し出たことによる不利益取扱いは禁止さ

れている旨説明し、話し合いによる解決を図るよう促した。 

助言に基づき、紛争当事者間で話し合いが行われた。話し合いに当たっては責

任者と申出人だけではなく他スタッフも同席し和やかな雰囲気の中で前向きな話

が出来たとの報告がなされ、申出人から助言実施について感謝の意が述べられ

た。  

  

あっせん  退職強要にかかるあっせん 

事案の 

概要 

申請人（有期契約労働者）は被申請人（事業主）から時間的に考える余

裕のないまま退職を促され、いったんは退職届を提出したものの、退職の

意思は無かったとして退職届の撤回および被申請人よりなされた退職強要

について精神的・経済的損失に対する損害賠償を求め、あっせんを申請し

たもの。 

あっせんの 

内容・結果 

 あっせん委員が被申請人（事業主）の主張を確認したところ、退職強要

などは行っていないとの主張であったが、紛争解決にかかる時間や申請人

の生活面での影響などを考慮し、金銭の支払いによる解決の用意はあると

のことであった。それを踏まえて、あっせん委員が申請人に歩み寄りを促

したところ、申請人もこれに応じる意思を示した。 

 あっせん委員が労使双方が合意可能な条件について調整を行った結果、

双方が歩み寄り、すでに提出された退職届は有効であることを確認したう

えで、被申請人が申請人へ解決金を支払うことで合意した。  

 



 

 

行政
指導  

労働施策総合推進法に基づく報告請求 

事案の 

概要 

相談者は、上司からの言動が業務上必要な注意のレベルを超えていると感じ、ハ

ラスメントの相談窓口が不明であったため、他部の上司に相談をした。しかし、相

談をした上司も、多忙である、関わらなければいいなどと言われ、相談に対応して

もらえなかった。 

ハラスメント防止措置が適切に講じられていないこと、相談に適切に対応されな

かったことについて、労働局に相談を行ったもの。 

行政指導の

ポイント・

結果 

事業場ではハラスメント防止対策を講じておらず、相談窓口も設置されていなか

ったことが確認された。また、相談を受けた事実についても、事業主は認識してい

なかった。 

労働施策総合推進法に定めるハラスメント防止措置義務について説明を行い、早

急に措置を講じるよう助言。また、相談へは広く対応し、相談を受けた際は事実関

係を迅速かつ正確に確認し、その後の対応についてもあらかじめ定めるとともに、

再発防止に向けた措置を講ずるよう、あわせて助言を行った。 

助言に基づき、事業主はハラスメント防止措置を講じ、管理監督者を含む労働者

全員への周知、相談窓口担当者への研修を行った。また、相談があった内容につい

ては、改めて事実確認を行い、防止措置に沿った対応を行うこととなった。 

 

調停  労働施策総合推進法に基づく調停 

事案の 

概要 

申請人は、厳しいノルマを課され、クリアしなければ激しく叱責される、できな

いならいつでも辞めてもいいと言われる等の精神的な攻撃を受け続けた結果、体調

不良となり、退職することとなった。退職せざるをえなかったのは、相談窓口がな

いなどパワハラ防止にかかる措置が十分に取られていなかったことが理由であると

して、金銭補償を求めたいとして調停の申請を行った。 

調停の 

ポイント・

結果 

調停委員が被申請人に対しパワハラ防止にかかる措置義務の実施状況を確認した

ところ、パワハラに関する防止措置が講じられていなかったことが認められた。調

停委員より、措置義務が不十分であることを踏まえ、被申請人として本件紛争の早

期解決のために歩み寄りを促したところ、申請人への謝罪及び一定程度の解決金の

支払いには応じるとの回答がなされた。 

本件について謝罪文の提出と解決金を支払うことにつき受諾勧告を行い、双方応

諾した。 
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職場のトラブルで悩んでいませんか？

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

パートタイム・
有期雇用労働法

育児・介護休業法

男女雇用機会均等法

労働施策総合推進法

男女均等取扱い等に関するトラブル
・性別を理由に昇進・昇格で差別的取扱いを受けて
いる

・妊娠を理由に退職を強要された

育児・介護休業等に関するトラブル
・育児休業や介護休業を取得できない
・休業や短時間勤務を申し出たら不利益な取扱いを
受けた

パートタイム労働者・有期雇用労働者の
均衡待遇等に関するトラブル

・同じ仕事をしているのに正社員と待遇が違う
・正社員転換の機会がない

パワーハラスメントに関するトラブル
・職場の上司から、業務上の指導を超える過度な叱責を
繰り返し受けている

男女雇用機会均等法／育児・介護休業法
パートタイム・有期雇用労働法／労働施策総合推進法 に基づく

紛争解決援助制度と調停のご案内

令和６年度版

TSBOY
テキスト ボックス
資料４




1

厚生労働省の地方機関である都道府県労働局雇用環境・均等部（室）では、労働者と事業主
の間で、以下のトラブルが生じた場合、当事者の一方または双方からの申出により、紛争の早
期解決のための援助を行っています。

●男女均等取扱い等に関するトラブル
●育児・介護休業等に関するトラブル
●パートタイム労働者・有期雇用労働者の差別的取扱い、
均衡待遇および通常の労働者への転換推進措置などに関するトラブル

●職場におけるパワーハラスメントに関するトラブル
トラブル解決のための援助には、次の２つの方法があります。

１ 都道府県労働局長による紛争解決の援助

男女雇用機会均等法 第17条
育児・介護休業法 第52条の４
パートタイム・有期雇用労働法 第24条
労働施策総合推進法 第30条の５ 

2
機会均等調停会議、両立支援調停会議、
均衡待遇調停会議、優越的言動問題調停会議
による調停

男女雇用機会均等法 第18条
育児・介護休業法 第52条の５
パートタイム・有期雇用労働法 第25条
労働施策総合推進法 第30条の６

この２つの制度は、１については都道府県労働局長が、２については調停委員が公平な第三
者として紛争の当事者の間に立ち、両当事者の納得が得られるよう解決策を提示し、紛争の解
決を図ることを目的とした行政サービスです。
それぞれの制度の特徴を踏まえ、ご希望の解決方法を選択してください。

目 次 ページ

紛争解決援助制度と調停の概要 ２

紛争解決援助制度と調停に関するよくある質問と回答 ３

都道府県労働局長による紛争解決の援助 ４

都道府県労働局長による紛争解決の援助事例 ７

調停会議による調停 10

調停会議による調停事例 13

調停申請書記載例 15

調停申請書様式 19
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都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

都道府県労働局長
助言・指導・勧告

調停会議
調停・調停案の作成・受諾勧告

都道府県労働局長
男女雇用機会均等法、
育児・介護休業法、

パートタイム・有期雇用労働法、
労働施策総合推進法
に基づく行政指導

紛争解決援助制度・調停の特徴
１ 公平・中立性

厳正中立･公正を保ち、法に忠実かつ客観的な立場から援助を実施します。
２ 互譲性

当事者双方の譲り合い、歩み寄りにより、紛争の現実的な解決を図ります。
３ 簡易・迅速性

時間的、経済的負担がかかる裁判に比べ、手続きが迅速、簡便です。
４ 無料

紛争解決援助制度・調停は無料で利用できます。
５ プライバシーの保護

関係者以外に援助や調停の内容は公にされず、紛争当事者のプライバシーが保護されます。
６ 不利益取扱いの禁止

労働者が都道府県労働局長による援助や調停の申請をしたことを理由として、事業主がその労働者
に対し解雇、配置転換、降格、減給などの不利益取扱いをすることを禁止しています。

未解決

当事者の希望に応じて実施
簡単な手続きで迅速に
行政機関に解決して
もらいたい場合

公平、中立性の高い
第三者機関に援助して
もらいたい場合

男女雇用機会均等法／育児・介護休業法／パートタイム・有期雇用労働法
労働施策総合推進法 に基づく紛争解決援助制度と調停の概要

男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム・有期雇用労
働法、労働施策総合推進法に基づく紛争解決の援助の対象となる紛争

企業内

事業主労働者

紛争

男女雇用機会均等、育児・介護休業、
パートタイム・有期雇用労働、

職場におけるパワーハラスメント等
に関する相談の受付

男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、
パートタイム・有期雇用労働法、

労働施策総合推進法
に基づく紛争解決援助制度・行政指導の説明

企業内における自主的な対処



3

紛
争
解
決
援
助
制
度
と
調
停
に
関
す
る
よ
く
あ
る
質
問
と
回
答

紛争解決援助制度と調停に関するよくある質問と回答

Q 相談すると、雇用環境・均等部（室）はどんなことをしてくれるの？

A 法律の内容についての情報提供などを行います。
また、労働者と事業主との間のトラブル等について、法律上可能な対応案について
説明し、ご希望に応じ紛争解決援助を実施します。

Q 援助を受けたら、会社から嫌がらせを受けないか心配です･･･

A 援助を申し出たことによる、不利益取扱い（解雇、配置転換、降格、減給など）は、
男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム・有期雇用労働法、労働施
策総合推進法で禁止されています。
万一、そのような取扱いを受けた場合には、雇用環境・均等部（室）が会社に指導
などを行います。

Q 雇用環境・均等部（室）の援助を受けるメリットは？

A 裁判に比べ、手続きが簡単で、解決までの時間も短く、援助を受けるための
費用はかかりません。

Q 世間体も気になるし、周りに知られないか心配です。

A 関係者以外に援助や調停の内容は公にしません。プライバシーが保護されま
す。
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男女雇用機会均等法／育児・介護休業法／パートタイム・有期雇用労働法
労働施策総合推進法 に基づく都道府県労働局長による紛争解決の援助

以下に関する労働者と事業主との間の紛争

●以下の事項に関する性別による差別的取扱い
募集・採用、配置（業務の配分および権限の付与を含む）・昇進・降格・教育訓練、
一定の範囲の福利厚生、職種・雇用形態の変更、退職勧奨・定年・解雇・労働契約の更新

●均等法で禁止される間接差別
●婚姻を理由とする解雇等、妊娠・出産等を理由とする解雇その他不利益取扱い
●セクシュアルハラスメントを防止する措置
●母性健康管理措置（妊娠中・出産後の女性労働者の健康管理）
●妊娠・出産等に関するハラスメントを防止する措置
●セクシュアルハラスメントと妊娠・出産等に関するハラスメントの相談を行ったこと等を
理由とする不利益取扱い

１ 援助の対象となる紛争

男女雇用機会均等法に基づく場合

以下に関する労働者と事業主との間の紛争

●育児休業制度 ●産後パパ育休(出生時育児休業)制度  ●介護休業制度
●子の看護休暇制度（※）     ●介護休暇制度    ●所定外労働の制限
●時間外労働の制限 ●深夜業の制限 ●所定労働時間の短縮措置等
●本人又は配偶者の妊娠・出産等の申出があった場合の措置
●本人又は配偶者の妊娠・出産等の申出を理由とする不利益取扱い
●育児休業（産後パパ育休を含む）・介護休業等を理由とする不利益取扱い
●労働者の配置に関する配慮
●産後パパ育休中の就業可能日等を申出・同意しなかったこと等を理由とする不利益取扱い
●育児休業・介護休業等に関するハラスメントを防止する措置
●育児休業・介護休業等に関するハラスメントの相談を行ったこと等を理由とする不利益取扱い
（※）令和７年４月から「子の看護等休暇」に名称変更

＜令和７年４月１日からは以下も対象＞
●対象家族の介護を必要とする状況に至ったことの申出があった場合の措置
●対象家族の介護を必要とする状況に至ったことの申出を理由とする不利益取扱い
●介護に直面する前の早い段階（40歳等）での情報提供等の措置
＜令和７年10月１日からは以下も対象＞
●妊娠・出産等の申出時や子が３歳になる前の時期に確認された労働者の仕事と育児の両立に関する
意向の内容を理由とする不利益取扱い

●３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者の柔軟な働き方を実現するための措置
●３歳になるまでの適切な時期の個別の周知・意向確認の措置

育児・介護休業法に基づく場合

都道府県労働局長が、労働者と事業主との間のトラブルを、法に忠実に、かつ客観的な立場から
当事者双方の意見を聴取し、双方の意見を尊重しつつ、法律の趣旨に沿って問題解決に必要な
具体策を提示（助言・指導・勧告）することでトラブルの解決を図る制度です。

※当該制度は、行政機関が行う行政サービスであり、弁護士等による司法上の手続きとは異なります。
※労働組合、使用者団体など紛争の当事者以外の第三者は対象となりません。
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以下に関するパートタイム労働者・有期雇用労働者と事業主との間の紛争
※ 紛争の当事者である労働者は、申請時点で、「パートタイム労働者」又は「有期雇用労働者」に該当することが
必要です。将来的に「パートタイム労働者」又は「有期雇用労働者」として雇用される予定の労働者は対象とな
りません。

●昇給、退職手当および賞与の有無、相談窓口についての労働条件の文書交付などによる明示
●通常の労働者とパートタイム労働者・有期雇用労働者との間の不合理な待遇の禁止
（均衡待遇）

●通常の労働者と同視すべきパートタイム労働者・有期雇用労働者に対する差別的取扱い
（均等待遇）

●職務の遂行に必要な教育訓練の実施
●福利厚生施設の利用の機会の付与
●通常の労働者への転換を推進するための措置
●雇入れ時の雇用管理の改善措置の内容（賃金制度の内容等）の説明、待遇を決定するとき考慮し
た事項の説明

●パートタイム労働者・有期雇用労働者から求めがあった場合の通常の労働者との間の待遇の相違
の内容・理由の説明

パートタイム・有期雇用労働法に基づく場合

以下に関する労働者と事業主との間の紛争

●パワーハラスメントを防止する措置
●パワーハラスメントの相談を行ったこと等を理由とする不利益取扱い

労働施策総合推進法に基づく場合

労働組合と事業主の間の紛争や労働者と労働者の間の紛争など

 次のような場合にも、原則として援助の対象とはなりません。
・援助対象事項からの逸脱がある場合
・申立てをした紛争に関し、確定判決が出されている場合
・申立てをした紛争が既に司法的救済または都道府県労働局長の援助以外の行政的救済に
係属している場合

・申立てをした紛争が集団的な労使紛争にからんだものである場合
・申立てをした紛争に関し、調停に係属し、既に調停案受諾勧告が行われ、当事者双方が
調停案を受諾した、または打ち切られた場合

・事業主の措置が行われた日、または措置の内容が終了した日からおおむね１年以上経過してい
る場合 など

２ 援助の対象とならない紛争
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都道府県労働局長による紛争解決の援助手続きの流れ

援助の申立て
●「紛争の当事者」（労働者※または事業主）からの援助の申立てにより手続き
を開始
※パートタイム・有期雇用労働法に基づく場合はパートタイム労働者・有期雇用労働者

●来局の他、文書（連絡先記載）または電話での申立て、代理人による申立ても
可能（申立書などの文書は必要ありません）
※代理人による申立ての場合は、委任状等を提出してください

援助の実施
●申立者、被申立者に対する事情聴取
※代理人が同席等する場合は、委任状等を提出してください

●第三者に対する事情聴取
紛争の内容などの把握に必要な場合で、申立者および被申立者の了承を得た場合に
実施

●問題の解決に必要な援助（助言・指導・勧告）の実施

援助の中で、解決金等の具体的な金額を労働局からお示しすることはできません

解 決
●当事者双方による援助の内容の
受け入れ

打ち切り
①本人の死亡、法人の消滅などがあった
場合

②申立てが取り下げられた場合
③被申立者が非協力的で度重なる要請に
もかかわらず事情聴取に応じない場合

④対立が著しく強く、歩み寄りが困難で
ある場合 など

※必要に応じ、一定の場合に調停申請が
できます（P10～12）

労働者が援助の申立てをしたことを理由とする
不利益取扱いは禁止されています。



事例１ 育児休業取得を理由に職種変更されたとする事例

概要
営業職（総合職）で採用された労働者が、育児休業からの復帰にあたり、事務職（一般職）での復帰

しか認めないという会社に対し、休業前の営業職での復帰を求める援助の申立てを行った。

労働者の主張
育児休業からの復帰にあたり、事務職での復帰しかなく、事務職の賃金表が適用されるので、基本給

が下がると言われた。事務職での復帰ができない場合にはどうなるかと聞いても、事務職しかないとの
回答で、退職とは言われないが、退職勧奨ではないか。休業前の営業職での復帰を求める。

事業主の主張
事務職であれば、転勤がなく残業も少ないので働き続けやすいと思い、提案した。
育児休業を取得している申立者以外には、事務職への転換を勧めることはしていない。

援助内容
育児休業を取得した申立者のみに、事務職の転換を勧めることは、育児休業を取得したことを理由と

する不利益取扱いにあたる可能性があることから、営業職として復帰させるよう指導した。

結果
休業前の職場に営業職として復帰できることとなり、援助は終了した。
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都道府県労働局長による紛争解決の援助事例
男女雇用機会均等法に基づく場合

事例 性別を理由とした昇進・昇格についての差別的な取扱いを受けたとする事例

概要
会社内で男女差別的取扱いがあるために、男性が先に昇進したとして、会社に対し公正な人事評価を

求める援助の申立てを行った。

労働者の主張
雇用管理区分も業務内容も同じであるが、勤続年数の長い自分よりも先に、入社したばかりの男性が

昇進したのは、男女差別的取扱いがあるためであり、性別によらない公平な人事評価を求める。

事業主の主張
明確な人事評価基準はないものの、社内的な考課や勤務状況を踏まえ、対象者リストを作成し、三役

での話し合いにより決定しているものであり、男女差別によるものではない。

援助内容
実態として男性に比べ女性の昇進が遅れており、明確な昇進基準がないことや、会社から申立者へ検

討結果や理由の説明が行われていないことから、申立者は性別による差別によるものと推測しており、
意欲をなくしている。
公正かつ透明な昇進・昇格基準を構築することが、労働者個人の能力発揮と企業の活性化につながる

ことを会社に説明し、申立者への理由の説明と昇進を含め、今後の対応を検討するよう指導した。

結果
会社は申立者の思いを真摯に受け止め、公正・透明な人事評価制度を構築し、それに基づき、申立者

の格付けを行うこととした。会社から申立者へ新たな評価制度を含めた説明がなされ、双方が納得し、
援助は終了した。

育児・介護休業法に基づく場合
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育児・介護休業法に基づく場合

事例２ 介護休業からの復帰にあたり復職を拒まれたとする事例

概要
介護休業から復職しようとしたところ、拒まれたため、復職を求める援助の申立てを行った。

労働者の主張
介護休業から復職しようとしたところ、上司に休業期間を延長するよう言われ、復職を認めてもらえ

ない。復職させてもらいたい。

事業主の主張
復帰にあたって、今後の介護の状況などが不明であったこと、また介護による精神的な疲労にも配慮

し、もう少し休んではどうかと伝えた。
会社としては、無理に休ませる意図や復職を拒もうとする意図はない。

援助内容
上司のアドバイスが介護休業を延長するという選択肢を示す程度のものであれば問題ないが、介護休

業の延長の強要あるいは復職の拒否と受け取られるようなことがないよう、適切な対応を行うよう助言
した。

結果
申立者と会社が改めて復帰に向けた話し合いを行った結果、申立者の希望どおり復職ができることに

なり、援助は終了した。

パートタイム・有期雇用労働法に基づく場合

事例 通勤手当の支給額に正社員と不合理な待遇差があるとする事例

概要
申立者は、有期雇用労働者にのみ通勤手当の上限額が設定されていることは不合理な待遇差であるとして、

正社員と同様に交通費の全額に相当する通勤手当を支給するよう求める紛争解決援助の申立てを行った。

有期雇用労働者の主張
同じ地域から通勤している正社員には交通費の全額にあたる通勤手当が支給されているが、有期雇用労働者

のみ上限額を超えた分の交通費を自己負担していることは不合理な待遇差である。

事業主の主張
通勤費の支給目的は、通勤に要する交通費を補填することである。正社員は全国転勤があり得るため、広範

囲から通勤することが想定されることから、上限額を設けていない。一方、有期雇用労働者は店舗採用であり
店舗の近隣から通える者を採用しているため、上限額を設けているが、支給額内の範囲に収まっている。

援助内容
会社に実態を聴取したところ、有期雇用労働者の中には、上限額を超えて自己負担が生じている者もおり、

支給額内で収まっているとする事業主の説明には矛盾があり、待遇差の理由として適当ではない。そのため、
パートタイム・有期雇用労働法で禁止する不合理な待遇差と認められ、会社に対し通勤手当の支給額や算定方
法について見直すよう指導した。

結果
雇用環境・均等部（室）からの指導を受け、会社は有期雇用労働者の通勤手当について検討し、正社員と同

様に交通費の全額に相当する通勤手当を支給することとしたため、援助は終了した。
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労働施策総合推進法に基づく場合

事例 パワーハラスメント防止措置が講じられていないとする事例

概要
職場の上司にパワハラを受け会社に相談したが、何も対応してくれず体調を崩し、休業中。復職する

にあたり、上司からの謝罪、パワーハラスメントを防止するための事業主の方針の明確化、社内周知を
行うよう紛争解決援助の申立てを行った。

労働者の主張
自分が受けたのはパワーハラスメントである。謝罪はもちろん、パワーハラスメントの防止対策が徹

底され、安心して働ける職場であることが確認できないと復職できない。

事業主の主張
申立者に対して、パワーハラスメントを受けたとする具体的な状況や要望を確認し、併せて申立者の

上司や同僚にパワーハラスメントの事実確認を行った。申立者は、業務を進めるのにケアレスミスが多
く、期限を守れない等の問題があり、上司もきつい口調の注意になったとのこと。
会社は、上司の発言は業務指示の範囲であり、パワーハラスメントではないと考えているが、パワー

ハラスメントを防止するための事業主の方針の明確化、社内周知を行っていなかった。

援助内容
パワーハラスメント防止のための事業主の責務を説明し、パワーハラスメントを防止するための雇用

管理上の措置を講じることが義務であること、さらに、パワーハラスメント行為の事実が確認できな
かった場合も、再発防止措置を講ずる必要があることを含め、今後の対応を検討するよう指導した。

結果
今後同様の事案が発生しないよう、パワーハラスメントを防止するための雇用管理上の措置を果たす

ことで双方が納得し、援助は終了した。
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男女雇用機会均等法／育児・介護休業法／パートタイム・有期雇用労働法
労働施策総合推進法 による調停
調停委員が、当事者である労働者と事業主双方から事情を聴取し、紛争解決の方法として調停案を作
成し、当事者双方に調停案の受諾を勧告することで紛争の解決を図る制度です。
調停は、弁護士や大学教授、社会保険労務士などの労働問題の専門家が援助の主体となるため、高い
公平性、中立性、的確性が期待できます。
※ 労働組合、使用者団体など紛争の当事者以外の第三者は対象となりません。

以下に関する労働者と事業主との間の紛争

●以下の事項に関する性別による差別的取扱い
配置（業務の配分および権限の付与を含む）・昇進・降格・教育訓練、
一定の範囲の福利厚生、職種・雇用形態の変更、退職勧奨・定年・解雇・労働契約の更新

●均等法で禁止される間接差別
●婚姻を理由とする解雇等、妊娠・出産等を理由とする解雇その他不利益取扱い
●セクシュアルハラスメントを防止する措置
●母性健康管理措置（妊娠中・出産後の女性労働者の健康管理）
●妊娠・出産等に関するハラスメントを防止する措置
●セクシュアルハラスメントと妊娠・出産等に関するハラスメントの相談を行ったこと等を
理由とする不利益取扱い

1 調停の対象となる紛争

男女雇用機会均等法に基づく場合

以下に関する労働者と事業主との間の紛争

●育児休業制度 ●産後パパ育休(出生時育児休業)制度  ●介護休業制度
●子の看護休暇制度（※）  ●介護休暇制度    ●所定外労働の制限
●時間外労働の制限 ●深夜業の制限 ●所定労働時間の短縮措置等
●本人又は配偶者の妊娠・出産等の申出があった場合の措置
●本人又は配偶者の妊娠・出産等の申出を理由とする不利益取扱い
●育児休業（産後パパ育休を含む）・介護休業等を理由とする不利益取扱い
●労働者の配置に関する配慮
●産後パパ育休中の就業可能日等を申出・同意しなかったこと等を理由とする不利益取扱い
●育児休業・介護休業等に関するハラスメントを防止する措置
●育児休業・介護休業等に関するハラスメントの相談を行ったこと等を理由とする不利益取扱い
（※）令和７年４月から「子の看護等休暇」に名称変更

＜令和７年４月１日からは以下も対象＞
●対象家族の介護を必要とする状況に至ったことの申出があった場合の措置
●対象家族の介護を必要とする状況に至ったことの申出を理由とする不利益取扱い
●介護に直面する前の早い段階（40歳等）での情報提供等の措置
＜令和７年10月１日からは以下も対象＞
●妊娠・出産等の申出時や子が３歳になる前の時期に確認された労働者の仕事と育児の両立に関する
意向の内容を理由とする不利益取扱い

●３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者の柔軟な働き方を実現するための措置
●３歳になるまでの適切な時期の個別の周知・意向確認の措置

育児・介護休業法に基づく場合
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以下に関するパートタイム労働者・有期雇用労働者と事業主との間の紛争
※ 紛争の当事者である労働者は、申請時点で、「パートタイム労働者」又は「有期雇用労働者」に該当することが
必要です。将来的に「パートタイム労働者」又は「有期雇用労働者」として雇用される予定の労働者は対象とな
りません。

●昇給、退職手当および賞与の有無、相談窓口についての労働条件の文書交付などによる明示
●通常の労働者とパートタイム労働者・有期雇用労働者との間の不合理な待遇の禁止
（均衡待遇）

●通常の労働者と同視すべきパートタイム労働者・有期雇用労働者に対する差別的取扱い
（均等待遇）

●職務の遂行に必要な教育訓練の実施
●福利厚生施設の利用の機会の付与
●通常の労働者への転換を推進するための措置
●雇入れ時の雇用管理の改善措置の内容（賃金制度の内容等）の説明、待遇を決定するとき考慮し
た事項の説明

●パートタイム労働者・有期雇用労働者から求めがあった場合の通常の労働者との間の待遇の相違
の内容・理由の説明

パートタイム・有期雇用労働法に基づく場合

以下に関する労働者と事業主との間の紛争

●パワーハラスメントを防止する措置
●パワーハラスメントの相談を行ったこと等を理由とする不利益取扱い

労働施策総合推進法に基づく場合

募集・採用に関する紛争【男女雇用機会均等法に基づく場合】
労働組合と事業主の間の紛争や労働者と労働者の間の紛争など

次のような場合にも、原則として調停の対象とはなりません。
・申請をした紛争に関し、確定判決が出されている場合
・申請をした紛争が既に司法的救済または調停以外の行政的救済に係属している場合
（関係当事者双方が調停を優先させる意向がある場合を除く）

・申請をした紛争が集団的な労使紛争にからんだものである場合
・事業主の措置が行われた日、または措置の内容が終了した日からおおむね１年以上経過して
いる場合 など

合意の効力
調停案について当事者双方に成立した合意は民法上の和解契約となり、当事者の一方が義務を
履行しない場合は他方当事者は債務不履行として訴えることができます。

時効の完成猶予
時効の成立を心配せずに司法救済前に調停を利用できるよう、調停が打ち切られた場合、一定
期間内に訴えを提起したときは、調停申請書が提出された日に遡って訴えの提起があったもの
とみなされます。

２ 調停の対象とならない紛争
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調停の申請
調停申請書を都道府県労働局雇用環境・均等部（室）へ提出
男女雇用機会均等法に基づく場合の調停申請書：P19
育児・介護休業法に基づく場合の調停申請書：P19
パートタイム・有期雇用労働法に基づく場合の調停申請書：P23
労働施策総合推進法に基づく場合の調停申請書：P19
ホームページからの申請書ダウンロード、電子申請も可能です
※第三者が提出する場合は、委任状等を添付してください
（特定社会保険労務士は例外の場合あり）

調停会議による調停手続きの流れ

調停申請書の受理
管轄違い、調停対象事項からの逸脱などがある場合は受理されません

調停開始の決定
調停を開始する必要がないと判断された場合には調停は開始されません

調停会議の開催（非公開）
●関係当事者からの事情聴取
●関係労使を代表する者からの意見聴取
関係当事者からの申立てに基づき、必要があると認めるとき

●同一の事業所に雇用される労働者その他の参考人からの意見聴取
（必要があると認めたとき）

●調停案の作成
●調停案の受諾勧告 ※
補佐人の同行、代理人の意見陳述を希望する場合は、事前に許可申請が必要です。

※「補佐人」と「代理人」
「補佐人」とは、事実関係の説明等を補佐する者
です。「代理人」とは、意見の陳述を代わりに行
う者です。代理人は、許可申請時に、代理権を証
する委任状等を提出してください。
「補佐人」、「代理人」いずれの場合にも特に資
格は要しません。ただし、報酬を得て行う場合に
は、弁護士又は特定社会保険労務士と認定司法書
士に限られます。

労働者が調停の申請をしたことを理由とする
不利益取扱いは禁止されています。

解 決
●当事者双方が調停案を受諾

打ち切り
①本人の死亡、法人の消滅などがあった
場合

②当事者間で和解が成立した場合
③申請が取り下げられた場合
④他の関係当事者が調停に非協力的で
度重なる説得にもかかわらず出席し
ない場合

⑤対立が著しく強く、歩み寄りが困難で
ある場合

⑥調停案を受諾しない場合 など
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調停会議による調停事例
男女雇用機会均等法に基づく場合

事例 妊娠したことを理由に退職を強要されたとする事例

概要
申請人が会社に妊娠を報告したところ、執拗な退職の強要を受けたとして、会社に対し、金銭的解決

を求める調停申請を行った。

労働者の主張
・退職の強要は、妊娠の報告直後から始まったものであり、明らかに妊娠したことが退職強要の理由で
ある。
・強要により就業継続が困難となり、退職せざるを得なくなったため、本来働き続ければ得られたはず
の期間の賃金補償を求める。

事業主の主張
・退職勧奨の理由は、妊娠の報告を受ける以前からの申請人の資質や協調性について改善の見込みがな
いと判断したためである。
・妊娠を理由とする退職の強要ではない。

結果
調停委員は、申請人が妊娠の報告をした時期と、会社が退職勧奨を行った時期が近接していることな

どの事情を総合的に勘案した。その結果、妊娠を理由とした退職強要があったと推測されることから、
紛争の解決のため、申請人に対する解決金の支払いについての調停案を作成し、受諾を勧告。双方が受
諾し、調停は終了した。

育児・介護休業法に基づく場合

事例 会社の説明が不足していたために育児休業を取得できなかった事例

概要
本来であれば育児休業を取得できたが、会社の解釈の誤りにより取得できず、産休後すぐに復帰せざ

るを得なかったため、保育園の費用などについて補償を求める調停申請を行った

労働者の主張
・会社に対し、出産予定日を伝え、育児休業が取得できるか確認したところ、勤続年数が短く取得でき
ないと言われたが、本来は産休中に適切な申出を行えば取得可能であった。
・会社の対応が間違っていたことを謝罪するとともに、本来育児休業ができた期間の子の保育園にか
かった費用、家族にかけた負担などを換算し、金銭的な補償を求める。

事業主の主張
育児休業の取得について、説明不足であったことは認め謝罪は行いたいが、金銭的な補償は受け入れ

がたい。

結果
調停委員は、育児休業が取得できなかったことについて、会社の説明不足があったことを指摘し、申

請人に対して謝罪をすること、また解決金を支払うことについての調停案を作成し、受諾を勧告。双方
が受諾し、調停は終了した。
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事例 賞与の支給に正社員と不合理な待遇差があるとする事例

概要
申請人は、正社員に対して支給される賞与が契約社員に支給されないことは、有期雇用労働者である

ことを理由とする不合理な待遇差であるとして、賞与の支給を求める調停申請を行った。

有期雇用労働者の主張
・上司に対し賞与が支払われない理由の説明を求めても、「契約社員だから」との回答しか得られず、
納得できない。
・賞与の支給を求める。

事業主の主張
賞与は業績に対する功労報償のために支給しており、正社員と契約社員とでは業績への貢献度が異な

るため、契約社員に賞与を支給しないことは不合理な待遇ではない。

結果
調停委員は、賞与の性質・目的と支給基準を踏まえると、契約社員も業績に対し一定の貢献をしてい

るものと考えられることから、賞与を支給しないことは不合理な待遇と認められ得ると判断。賞与の支
給に関する調停案を作成し、受諾を勧告。双方が受諾し、調停は終了した。

労働施策総合推進法に基づく場合

事例 職場におけるパワーハラスメントにより退職に追い込まれたとする事例

概要
上司から同僚の前で大声で繰り返し叱責される日々に耐えられなくなり、会社の相談窓口に相談した

ところ、上司からの叱責がさらに激しくなり、精神的に就業継続が困難となり辞めざるを得なくなった
ため、会社に対し慰謝料を求める調停申請を行った。

労働者の主張
・会社に相談したが、業務上の指導として事実確認が不十分であった。
・パワーハラスメントを受け、辞めざるを得なくなったのは、会社のパワーハラスメント対策が不十分
であり、上司にパワーハラスメントを行ってはならないものであるとの認識がないためであるので、精
神的ダメージによる慰謝料を求める。

事業主の主張
上司に対し事実確認を行ったところ、業務上の指導の一貫であると本人は主張したが、誤解を招く言

動について厳しく注意し、十分対応しており、慰謝料を支払うつもりはない。

結果
調停委員は、今回の紛争の生じた原因に会社の対応不足があったことを指摘し、紛争解決を図るため、

申請人に対する慰謝料の支払いと意識啓発などの再発防止対策を含め、法に沿ったパワーハラスメント
対策を講ずべきとする調停案を作成し、受諾を勧告。双方が受諾し、調停は終了した。
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調停申請書記載例１｜男女雇用機会均等法に基づく場合

申請用紙は、Ｐ19の様式を切り取り、またはコピーをしてお使いください。

●厚生労働省ホームページからもダウンロードできます。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/woman/index.html

●電子政府の総合窓口より、電子申請を行うこともできます。
https://www.e-gov.go.jp 二次元バーコード

調 停 申 請 書 

 

関 

 

係 

 

当 

 

事 

 

者 

労

働

者 

氏名
ふりがな

 
 

均等
きんとう

 花
はな

子
こ

 

住所 
〒○○○－○○○○ 東京都○○区○○１－１－１       

   電話   ０３（○○○○）○○○○    

事

業 

主 

氏名
ふ

又
り

は
が

名称
な

 
 

労働
ろうどう

商事
しょうじ

株式
かぶしき

会社
がいしゃ

  代表取締役 労働
ろうどう

 太郎
た ろ う

 

住所 
〒○○○－○○○○ 東京都○○区○○１－２－２ 

電話   ０３（○○○○）○○○○    

※上記労働者

に係る事業場

の名称及び所

在地 

 

労働商事株式会社○○支店 

〒○○○－○○○○  

東京都○○区○○１―２－３ 

電話   ０３（○○○○）○○○○ 

調停を求める 

事項及びその理由 

 妊娠の報告直後から、執拗な退職の強要を受け、退職せざるを得なく

なった。 

 会社は勤務状況の不良が理由と言うが納得できるものではなく、妊娠

を理由とする解雇であると考えるため、本来働き続けていれば得られた

はずの期間の賃金補償を求める。 

※記入欄が不足する場合は別紙を添付することも可能です。 

紛争の経過 

 ○月×日に妊娠したことを上司に伝えたところ、その直後の○月△日

頃から、周りに迷惑をかけているため、自分から辞めるようにと何度も

言われ、執拗な退職の強要を受ける様になった。 

働き続けたい旨を何度も会社に伝えたが、聞き入れてもらえず、○月

□日に解雇理由を「勤務状況の不良のため」とする通知書を渡された。 

 ※記入欄が不足する場合は別紙を添付することも可能です。 

その他参考 

となる事項 

 訴訟は提起しておらず、また、他の救済機関も利用していない。会社

には労働組合があるが、本問題が労使交渉で取り上げられたことはな

い。 

令和○年 ○月 ○日 

          申請人   氏名又は名称   均等 花子 

   ○○ 労働局長  殿 
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調
停
申
請
書
記
載
例

調停申請書記載例２｜育児・介護休業法に基づく場合

申請用紙は、Ｐ19の様式を切り取り、またはコピーをしてお使いください。

●厚生労働省ホームページからもダウンロードできます。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/woman/index.html

●電子政府の総合窓口より、電子申請を行うこともできます。
https://www.e-gov.go.jp 二次元バーコード

調 停 申 請 書 

 

  

関 

 

係 

 

当 

 

事 

 

者 

労

働

者 

氏名
ふりがな

 両 立
りょうりつ

 花子
はなこ

 

住所 

〒○○○－○○○○ 

  東京都○○区○○１－１－１ 

電話 ０３（○○○○）○○○○ 

事 

業 

主 

氏名
ふ

又
り

は
が

名称
な

 株式
かぶしき

会社
がいしゃ

労働
ろうどう

    代表取締役 労働
ろうどう

 太郎
たろう

 

住所 

〒○○○－○○○○ 

  東京都○○区○○１－２－３ 

電話 ０３（○○○○）○○○○ 

※上記労働者

に係る事業所

の名称及び所

在地 

株式会社労働    第二工場 

 

〒○○○－○○○○ 

   東京都○○区○○３－３－３ 

電話 ０３（○○○○）○○○○ 

調停を求める 

事項及びその理由 

 育児休業から復帰直前に会社から解雇を予告された。会社は経営困

難が理由と言うが、納得できるものではなく、育児休業を取得したこと

を理由とする解雇であると考えるため、解雇の撤回を求める。 

（詳細別紙（※）） 

 ※記入欄が不足する場合は別紙を添付することも可能です。 

紛争の経過 

 ○月×日に育児休業復帰後の職務について相談したところ、復帰し

ても仕事がないので、退職してほしいと言われた。 

 □月△日に退職するつもりはないことを人事課長に伝えたが、その後

も復帰後の職務等について問い合わせても、復帰は難しいので育児に専念す

ることを考えてほしいと言われた。復帰の１ヵ月前の△月○日になって経営

困難であることを理由に育児休業終了日をもって解雇すると言われた。（詳

細別紙（※）） 

※記入欄が不足する場合は別紙を添付することも可能です。 

その他参考 

となる事項 

 訴訟は提起しておらず、また、他の救済機関も利用していない。会

社には労働組合があるが、本問題が労使交渉で取り上げられたことはな

い。 

 

       令和○年 ○月 ○日 

申請人   氏名又は名称     両立 花子 

       ○○ 労働局長   殿 
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調
停
申
請
書
記
載
例

調停申請書記載例３｜パートタイム・有期雇用労働法に基づく場合

申請用紙は、Ｐ23の様式を切り取り、またはコピーをしてお使いください。

●厚生労働省ホームページからもダウンロードできます。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/woman/index.html

●電子政府の総合窓口より、電子申請を行うこともできます。
https://www.e-gov.go.jp

二次元バーコード

調 停 申 請 書 

 

関 

 

係 
 

当 

 

事 

 

者 

短時間・ 

有期雇用 

労働者 

氏名
ふりがな

 
 
同一
どういつ

 太郎
た ろ う

 

住所 
〒○○○－○○○○ 東京都○○区○○１－２－３       

電話 ０３（○○○○）○○○○ 

事 

 

業 

   

主 

氏名
ふ

又
り

は
が

名称
な

 労働
ろうどう

商事
しょうじ

株式
かぶしき

会社
がいしゃ

  代表取締役 東 京
とうきょう

 花子
はなこ

 

住所 
〒○○○－○○○○ 東京都○○区○○１－１ 

電話 ０３（○○○○）○○○○ 

※上記短時間 

・有期雇用労働

者に係る事

業所の名称

及び所在地 

労働商事株式会社 東京工場 

〒○○○－○○○○  

東京都○○区○○２－２ 

電話 ０３（○○○○）○○○○ 

調停を求める 

事項及びその理由 

仕事の内容が同じ同僚の正社員□□□□には賞与が支給されているに

もかかわらず、契約社員であることを理由に自分には賞与が支給され

ていない。これは、不合理な待遇差でありパートタイム・有期雇用労

働法第８条により認められないものなので、賞与を支給してほしい。 

 

※記入欄が不足する場合は別紙を添付することも可能です。 

紛争の経過 

平成○年○月○日に入社をして以来、△△の業務に従事してきた。同

じ業務に就いている正社員には賞与が支給されているが、賞与は一度

も支給されなかった。○月○日に人事課長に賞与が支給されないこと

は不合理な待遇差である旨、苦情を申し立てたが、正社員とは会社へ

の貢献度が異なるからだ、と言われた。 

※記入欄が不足する場合は別紙を添付することも可能です。 

 

 

その他参考 

となる事項 

訴訟は提起しておらず、また、他の救済機関も利用していない。会

社には労働組合はあるが、パートタイム労働者・有期雇用労働者は加

入できない。 

      

令和○ 年  ○月  ○日 

 

               申請人 氏名又は名称  同一 太郎 

 

   ○○労働局長  殿  
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調
停
申
請
書
記
載
例

調停申請書記載例４｜労働施策総合推進法に基づく場合

申請用紙は、Ｐ19の様式を切り取り、またはコピーをしてお使いください。

●厚生労働省ホームページからもダウンロードできます。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/woman/index.html

●電子政府の総合窓口より、電子申請を行うこともできます。
https://www.e-gov.go.jp 二次元バーコード

調 停 申 請 書 

 

関 

 

係 

 

当 

 

事 

 

者 

労

働

者 

氏名
ふりがな

 
 

労
ろう

働
どう

 花
はな

子
こ

 

住所 

〒○○○－○○○○  

東京都〇〇区○○１－１－１         

   電話  ０３（○○○○）○○○○    

事 

 

業 

  

主 

氏名
ふ

又
り

は
が

名称
な

 厚労
こうろう

株式
かぶしき

会社
がいしゃ

  代 表
だいひょう

取 締 役
とりしまりやく

 厚労
こうろう

 均
きん

太郎
たろう

 

住所 
〒○○○－○○○○  東京都〇〇区〇〇１－１－２ 

電話  ０３（○○○○）○○○○ 

※上記労働者

に係る事業所

の名称及び所

在地 

厚労株式会社 〇〇支店 

〒○○○－○○○○     

東京都〇〇区〇〇１－２－３ 

電話  ０３（○○○○）○○○○ 

調停を求める 

事項及びその理由 

 昨年の○月に人事異動で新橋支店の主任として配置されたが、

上司の課長から、異動直後に「支店の業務がわかっていない」と

言われ、他の主任がしている業務はさせてもらえず、半年以上も

１，２年目の社員がするようなルーティンワークばかり指示され

ている。このパワハラについて会社に相談しても全く対応されな

いので、新橋支店からの異動を求めたい。 

 

紛争の経過 

 □月×日に支店長に相談したが、課長の判断なので様子を見よ

うと言うだけで取り合ってもらえなかった。□月△日に本社人事

部にも相談したが、支店内で解決するよう言われ、何も対応され

なかった。 

その他参考 

となる事項 

 訴訟は提起しておらず、また、他の救済機関も利用していない。

会社には労働組合があるが、この問題が労使交渉で取り上げられ

たことはない。 

     令和○年 ○月 ○日 

 

               申請人  氏名又は名称   労働 花子 

 

      ○○労働局長  殿 



19

調停申請書様式：男女雇用機会均等法 育児・介護休業法 労働施策総合推進法

 
 

 

調 停 申 請 書 

 

  

関 

 

 

係 

 

 

当 

 

 

事 

 

 

者 

労

働

者 

氏名
ふりがな

 
 
 

住所 
〒 

電話   （   ）   

事 

業 

主 

氏名
ふ

又
り

は
が

名称
な

 
 

 

住所 
〒 

電話   （   ）    

※上記労働

者に係る事

業場の名称

及び所在地 

 

 

〒 
電話   （   ）    

調停を求める 

事項及びその理由 

 

紛争の経過 

 

その他参考 

となる事項 

 

  年  月  日 

                

申請人   氏名又は名称 

 

         労働局長   殿 



（１）調停の申請は、調停申請書に必要事項を記入の上、労働者に係る事業場の所在地を管轄する都道府県労働局長
（雇用環境・均等部（室）経由）あて提出してください。
申請書の提出は原則として申請人本人が来局して行うことが望ましいものですが、郵送、電子申請等による

提出でも受け付けます。
なお、申請書の提出が来局して行われなかった場合は、申請人本人に来局を求め、事実確認を行うことがあり

ます。
また、第三者が申請書を提出する場合は、委任状等を添付してください。

（２）申請書に記載すべき内容及び注意事項は、次のとおりです。

① 労働者の氏名、住所等
当該調停の申請に係る労働者の氏名、住所等を記載すること。
なお、複数の労働者が事業主の同一の措置について申請を行う場合は、１葉の申請書の本欄に連名で記載

すれば足りるものであること。

② 事業主の氏名、住所等
当該調停の申請に係る事業主の氏名（法人にあってはその名称）、住所、代表者の職・氏名等を記載する

こと。
また、当該調停の申請に係る労働者が勤務する事業場の名称及び所在地が事業主の名称及び住所と異なる

場合には、※欄内に当該事業場の名称及び所在地についても記載すること。

③ 調停を求める事項及びその理由
調停を求める事項については、紛争の解決のため希望する措置を、その理由については、紛争の原因となっ

た事業主の措置（不作為を含む）の法違反であると争われている点を正確に記載すること（様式で足りない
場合は別紙を添付することも可）。
なお、１人の労働者が事業主の複数の措置について申請を行う場合又、事業主が１人の労働者に対し複数の

措置について申請を行う場合は、１葉の申請書の本欄に併記すれば足りるものであること。

④ 紛争の経過
紛争に関する措置の内容によって、下記の年月日、並びに他の関係当事者の見解及び企業内苦情処理機関等

での取扱い状況等を詳しく記載すること（様式で足りない場合は別紙を添付することも可）。
・禁止規定に係る紛争については、当該紛争に係る事業主の措置が行われた日（継続する行為の場合は、当該
行為が終了した日）
・セクシュアルハラスメントの措置義務に係る紛争のうち、事業主が職場における性的な言動に起因する問題
に関して雇用管理上講ずべき措置についての指針（以下、「セクハラ防止指針」という。）４（３）イから二
までに関する紛争又は妊娠、出産に関するハラスメントの措置義務に係る紛争のうち、事業主が職場における
妊娠、出産等に関する言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置についての指針（以下、「マタハ
ラ防止指針」という。）４（３）イからニに関する紛争については、セクシュアルハラスメント又は妊娠、出
産に関するハラスメントが行われた日（継続する行為の場合は、当該行為が終了した日）
・セクシュアルハラスメントの措置義務に係る紛争のうち、セクハラ防止指針４（４）イ及びロに関する紛争
又は妊娠、出産等に関するハラスメントの措置義務に係る紛争のうち、マタハラ防止指針４（５）イ及びロに
関する紛争については、プライバシーが保護されなかった日又は不利益取扱いが行われた日（継続する行為の
場合は、当該行為が終了した日）
・母性健康管理の措置義務に係る紛争については、女性労働者からの申出に対し事業主が必要な措置を講じな
かった日

⑤ その他参考となる事項
当該紛争について確定判決が出されているか否か、起訴手続き又は調停以外の裁判外紛争処理手続きが進行

しているか否か、当該事業主の措置又はそれ以外の事由で集団的労使紛争が起こっているか否か又企業の雇用
管理がこれまでどのように行われてきたか等の情報を記載すること。

⑥ 申請人
双方申請の場合は双方の、一方申請の場合は一方の関係当事者の氏名（法人にあってはその名称）を記載

すること。

（３）事業主は、労働者が調停申請したことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしては
ならないとされています。

   ※ 調停を求める事項が男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム・有期雇用労働法及び労働施策
総合推進法の複数の法律に関係する場合であっても、１葉の申請書を提出すれば足ります。

         
20

調停申請書記載要領｜男女雇用機会均等法
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調停申請書記載要領｜育児・介護休業法

（１）調停の申請は、調停申請書に必要事項を記入の上、労働者に係る事業所の所在地を管轄する都道府県労働局長
（雇用環境・均等部（室）経由）あて提出してください。

申請書の提出は原則として申請人本人が来局して行うことが望ましいものですが、郵送、電子申請等による
提出でも受け付けます。
なお、申請書の提出が来局して行われなかった場合は、申請人本人に来局を求め、事実確認を行うことがあり

ます。
また、第三者が申請書を提出する場合は、委任状等を添付してください。

（２）申請書に記載すべき内容及び注意事項は、次のとおりです。

① 労働者の氏名、住所等
当該調停の申請に係る労働者の氏名、住所等を記載すること。
なお、複数の労働者が事業主の同一の措置について申請を行う場合は、１葉の申請書の本欄に連名で記載

すれば足りるものであること。

② 事業主の氏名、住所等
当該調停の申請に係る事業主の氏名（法人にあってはその名称）、住所、代表者の職・氏名等を記載する

こと。また、当該調停の申請に係る労働者が勤務する事業所の名称及び所在地が事業主の名称及び住所と異
なる場合には、※欄内に当該事業所の名称及び所在地についても記載すること。

③ 調停を求める事項及びその理由
調停を求める事項については、紛争の解決のため希望する措置を、その理由については、紛争の原因となっ

た事業主の措置（不作為を含む）の法違反であると争われている点を正確に記載すること（様式で足りない
場合は別紙を添付することも可）。
なお、１人の労働者が事業主の複数の措置について申請を行う場合又、事業主が１人の労働者に対し複数の

措置について申請を行う場合は、１葉の申請書の本欄に併記すれば足りるものであること。

④ 紛争の経過
紛争に関する措置の内容によって、下記の年月日、並びに他の関係当事者の見解及び企業内苦情処理機関等

での取扱い状況等を詳しく記載すること（様式で足りない場合は別紙を添付することも可）。
・当該紛争に係る事業主の措置が行われた年月日（継続する行為の場合は、当該行為が終了した年月日）
・禁止規定に係る紛争については、当該紛争に係る事業主の措置が行われた日（継続する行為の場合は、当該
行為が終了した日）
・育児休業、介護休業等に関するハラスメントの措置義務に係る紛争のうち、子の養育又は家族の介護を行い、
又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置
に関する指針（以下、「育介指針」という。）第２の14（３）ハ（イ）から（二）に関する紛争については、
育児休業、介護休業等に関するハラスメントが行われた日（継続する行為の場合は、当該行為が終了した日）
・育児休業、介護休業等に関するハラスメントの措置義務に係る紛争のうち、育介指針第２の14（３）ホ
（イ）及び（ロ）に関する紛争については、プライバシーが保護されなかった日又は不利益取扱いが行われた
日（継続する行為の場合は、当該行為が終了した日）

⑤ その他参考となる事項
当該紛争について確定判決が出されているか否か、起訴手続き又は調停以外の裁判外紛争処理手続きが進行

しているか否か、当該事業主の措置又はそれ以外の事由で集団的労使紛争が起こっているか否か、又、企業の
雇用管理がこれまでどのように行われてきたか等の情報を記載すること。

⑥ 申請人
双方申請の場合は双方の、一方申請の場合は一方の関係当事者の氏名（法人にあってはその名称）を記載

すること。 

（３）事業主は、労働者が調停申請したことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしては
ならないとされています。

※ 調停を求める事項が育児・介護休業法、男女雇用機会均等法、パートタイム・有期雇用労働法及び労働施策
総合推進法の複数の法律に関係する場合であっても、１葉の申請書を提出すれば足ります。



（１）調停の申請は、調停申請書に必要事項を記入の上、労働者に係る事業所の所在地を管轄する都道府県労働局長
（雇用環境・均等部（室）経由）あて提出してください。
申請書の提出は原則として申請人本人が来局して行うことが望ましいものですが、郵送、電子申請等による

提出でも受け付けます。
なお、申請書の提出が来局して行われなかった場合は、申請人本人に来局を求め、事実確認を行うことがあり

ます。
また、第三者が申請書を提出する場合は、委任状等を添付してください。

（２）申請書に記載すべき内容及び注意事項は、次のとおりです。

① 労働者の氏名、住所等
当該調停の申請に係る労働者の氏名、住所等を記載すること。
なお、複数の労働者が事業主の同一の措置について申請を行う場合は、１葉の申請書の本欄に連名で記載

すれば足りるものであること。

② 事業主の氏名、住所等
当該調停の申請に係る事業主の氏名（法人にあってはその名称）、住所、代表者の職・氏名等を記載する

こと。
また、当該調停の申請に係る労働者が勤務する事業所の名称及び所在地が事業主の名称及び住所と異なる

場合には、※欄内に当該事業場の名称及び所在地についても記載すること。

③ 調停を求める事項及びその理由
調停を求める事項については、紛争の解決のため希望する措置を、その理由については、紛争の原因と

なった事業主の措置（不作為を含む）の法違反であると争われている点を正確に記載すること（様式で足り
ない場合は別紙を添付することも可）。
なお、１人の労働者が事業主の複数の措置について申請を行う場合又、事業主が１人の労働者に対し複数の

措置について申請を行う場合は、１葉の申請書の本欄に併記すれば足りるものであること。

④ 紛争の経過
紛争に関する措置の内容によって、下記の年月日、並びに他の関係当事者の見解及び企業内苦情処理機関等

での取扱い状況等を詳しく記載すること（様式で足りない場合は別紙を添付することも可）。
・禁止規定に係る紛争については、当該紛争に係る事業主の措置が行われた日（継続する行為の場合は、当該
行為が終了した日）
・パワーハラスメントの措置義務に係る紛争のうち、事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に
起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（以下、「パワハラ防止指針」という。）４
（３）イからニまでに関する紛争については、パワーハラスメントが行われた日（継続する行為の場合は、当
該行為が終了した日）
・パワーハラスメントの措置義務に係る紛争のうち、パワハラ防止指針４（４）イ及びロに関する紛争につい
ては、プライバシーが保護されなかった日又は不利益取扱いが行われた日（継続する行為の場合は、当該行為
が終了した日）

⑤ その他参考となる事項
当該紛争について確定判決が出されているか否か、起訴手続き又は調停以外の裁判外紛争処理手続きが進行

しているか否か、当該事業主の措置又はそれ以外の事由で集団的労使紛争が起こっているか否か、又、企業の
雇用管理がこれまでどのように行われてきたか等の情報を記載すること。

⑥ 申請人
双方申請の場合は双方の、一方申請の場合は一方の関係当事者の氏名（法人にあってはその名称）を記載す

ること。

（３）事業主は、労働者が調停申請したことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしては
ならないとされています。

※ 調停を求める事項が労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及びパートタイム・
有期雇用労働法の複数の法律に関係する場合であっても、１葉の申請書を提出すれば足ります。
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調停申請書記載要領｜労働施策総合推進法
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調停申請書様式：パートタイム・有期雇用労働法
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（１）調停の申請は、調停申請書に必要事項を記入の上、紛争の当事者であるパートタイム労働者・有期雇用労働者
に係る事業所の所在地を管轄する都道府県労働局長（雇用環境・均等部（室）経由）あて提出してください。
申請書の提出は原則として申請人本人が来局して行うことが望ましいものですが、郵送、電子申請等による

提出でも受け付けます。
なお、申請書の提出が来局して行われなかった場合は、申請人本人に来局を求め、事実確認を行うことがあり

ます。
また、第三者が申請書を提出する場合は、委任状等を添付してください。

（２）申請書に記載すべき内容及び注意事項は、次のとおりです。

① パートタイム労働者・有期雇用労働者の氏名、住所等
当該調停の申請に係るパートタイム労働者・有期雇用労働者の氏名、住所等を記載すること。
なお、複数のパートタイム労働者・有期雇用労働者が事業主の同一の措置について申請を行う場合は、

１葉の申請書の本欄に連名で記載すれば足りるものであること。

② 事業主の氏名、住所等
当該調停の申請に係る事業主の氏名（法人にあってはその名称）、住所、代表者の職・氏名等を記載する

こと。
また、当該調停の申請に係るパートタイム労働者・有期雇用労働者が勤務する事業所の名称及び所在地が

事業主の名称及び住所と異なる場合には、※欄内に当該事業所の名称及び所在地についても記載すること。

③ 調停を求める事項及びその理由
調停を求める事項については、紛争の解決のため希望する措置を、その理由については、紛争の原因と

なった事業主の措置（不作為を含む）が法的に問題であると争われている点を正確に記載すること（様式で
足りない場合は別紙を添付することも可）。
なお、１人のパートタイム労働者・有期雇用労働者が事業主の複数の措置について申請を行う場合又、

事業主が１人のパートタイム労働者・有期雇用労働者に対し複数の措置について申請を行う場合は、１葉の
申請書の本欄に併記すれば足りるものであること。

④ 紛争の経過
紛争に関する措置の内容によって、紛争にかかる経緯（時系列）、被申請人に対して苦情を述べた時期及び

企業内苦情処理機関等での取扱い状況等について詳しく記載すること（様式で足りない場合は別紙を添付する
ことも可）。

⑤ その他参考となる事項
当該紛争について確定判決が出されているか否か、訴訟手続又は調停以外の裁判外紛争処理手続が進行して

いるか否か、当該事業主の措置又はそれ以外の事由で集団的労使紛争が起こっているか否か、又、企業の雇用
管理がこれまでどのように行われてきたか等の情報を記載すること。

⑥ 申請人
双方申請の場合は双方の、一方申請の場合は一方の関係当事者の氏名（法人にあってはその名称）を記載

すること。

（３）事業主は、パートタイム労働者・有期雇用労働者が調停申請をしたことを理由として、当該パートタイム労働
者・有期雇用労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならないこととされています。

※ 調停を求める事項がパートタイム・有期雇用労働法、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及び労働施策
総合推進法の複数の法律に関係する場合であっても、１葉の申請書を提出すれば足ります。

調停申請書記載要領｜パートタイム・有期雇用労働法



都道府県労働局雇用環境・均等部（室）窓口一覧
紛争解決援助制度と調停のお問い合わせ・申請は、都道府県労働局雇用環境・均等部（室）まで。
受付時間 ８時30分～17時15分（土・日・祝日・年末年始を除く）
紛争解決援助制度と調停に関する厚生労働省ホームページもご覧ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/woman/index.html

労働局名 電話番号 郵便番号 所在地
北海道 011-709-2715 060-8566 札幌市北区北８条西２丁目１番１ 札幌第１合同庁舎９階
青 森 017-734-4211 030-8558 青森市新町２丁目４－25 青森合同庁舎８階
岩 手 019-604-3010 020-8522 盛岡市盛岡駅西通１－９－15 盛岡第２合同庁舎５階
宮 城 022-299-8844 983-8585 仙台市宮城野区鉄砲町１番地 仙台第四合同庁舎８階
秋 田 018-862-6684 010-0951 秋田市山王７丁目１番３号 秋田合同庁舎４階
山 形 023-624-8228 990-8567 山形市香澄町３－２－１ 山交ビル３階
福 島 024-536-2777 960-8513 福島市花園町５－46 福島第二地方合同庁舎４階
茨 城 029-277-8295 310-8511 水戸市宮町１丁目８番31号 茨城労働総合庁舎６階
栃 木 028-633-2795 320-0845 宇都宮市明保野町１－４ 宇都宮第２地方合同庁舎３階
群 馬 027-896-4739 371-8567 前橋市大手町２－３－１ 前橋地方合同庁舎８階
埼 玉 048-600-6269 330-6016 さいたま市中央区新都心11－２ ランド・アクシス・タワー16階
千 葉 043-221-2307 260-8612 千葉市中央区中央４－11－1 千葉第２地方合同庁舎１階
東 京 03-3512-1611 102-8305 千代田区九段南１－２－１ 九段第３合同庁舎14階
神奈川 045-211-7380 231-8434 横浜市中区北仲通５－57 横浜第２合同庁舎13階
新 潟 025-288-3511 950-8625 新潟市中央区美咲町１－２－１ 新潟美咲合同庁舎２号館４階
富 山 076-432-2740 930-8509 富山市神通本町１－５－５ 富山労働総合庁舎４階
石 川 076-265-4429 920-0024 金沢市西念３丁目４番１号 金沢駅西合同庁舎６階
福 井 0776-22-3947 910-8559 福井市春山１丁目１－54 福井春山合同庁舎９階
山 梨 055-225-2851 400-8577 甲府市丸の内１丁目１－11 ４階
長 野 026-227-0125 380-8572 長野市中御所１－22－１ 長野労働総合庁舎４階
岐 阜 058-245-1550 500-8723 岐阜市金竜町５丁目13番地 岐阜合同庁舎４階
静 岡 054-252-5310 420-8639 静岡市葵区追手町９－50 静岡地方合同庁舎５階
愛 知 052-857-0312 460-0001 名古屋市中区三の丸２－２－１ 名古屋合同庁舎第１号館８階
三 重 059-226-2318 514-8524 津市島崎町327番２ 津第２地方合同庁舎２階
滋 賀 077-523-1190 520-0806 大津市打出浜14番15号 滋賀労働総合庁舎４階
京 都 075-241-3212 604-0846 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町４５１ １階
大 阪 06-6941-8940 540-8527 大阪市中央区大手前４－１－67 大阪合同庁舎第２号館８階
兵 庫 078-367-0820 650-0044 神戸市中央区東川崎町１－１－３ 神戸クリスタルタワー15階
奈 良 0742-32-0210 630-8570 奈良市法蓮町387番地 奈良第三地方合同庁舎２階
和歌山 073-488-1170 640-8581 和歌山市黒田二丁目３－３ 和歌山労働総合庁舎４階
鳥 取 0857-29-1709 680-8522 鳥取市富安２丁目89－９ ２階
島 根 0852-31-1161 690-0841 松江市向島町134－10 松江地方合同庁舎５階
岡 山 086-224-7639 700-8611 岡山市北区下石井１－４－１ 岡山第２合同庁舎３階
広 島 082-221-9247 730-8538 広島市中区上八丁堀６番30号 広島合同庁舎第２号館５階
山 口 083-995-0390 753-8510 山口市中河原町６－16 山口地方合同庁舎２号館５階
徳 島 088-652-2718 770-0851 徳島市徳島町城内６番地６ 徳島地方合同庁舎４階
香 川 087-811-8924 760-0019 高松市サンポート３番33号 高松サンポート合同庁舎北館２階
愛 媛 089-935-5222 790-8538 松山市若草町４番地３ 松山若草合同庁舎６階
高 知 088-885-6041 781-9548 高知市南金田１番39号 ４階
福 岡 092-411-4894 812-0013 福岡市博多区博多駅東２丁目11番１号 福岡合同庁舎新館４階
佐 賀 0952-32-7218 840-0801 佐賀市駅前中央３丁目３番２０号 佐賀第２合同庁舎５階
長 崎 095-801-0050 850-0033 長崎市万才町７－１ TBM長崎ビル３階
熊 本 096-352-3865 860-8514 熊本市西区春日２－10－１ 熊本地方合同庁舎Ａ棟９階
大 分 097-532-4025 870-0037 大分市東春日町17番20号 大分第２ソフィアプラザビル３階
宮 崎 0985-38-8821 880-0805 宮崎市橘通東３丁目１番22号 宮崎合同庁舎４階
鹿児島 099-223-8239 892-8535 鹿児島市山下町13番21号 鹿児島合同庁舎２階
沖 縄 098-868-4403 900-0006 那覇市おもろまち２－１－１ 那覇第２地方合同庁舎１号館３階

令和６年11月作成 パンフレットNo.15



職場で行われる、➀～③の要素全てを満たす行為をいいます。

① 優越的な関係を背景とした言動
② 業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの
③ 労働者の就業環境が害されるもの

※客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲で行われる適正な業務指示や指導は該当しません。

令和２年６月１日に「改正 労働施策総合推進法」が施行されました。
中小企業に対する職場のパワーハラスメント防止措置は、令和４年４月１日から義務化され
ました（令和４年３月31日までは努力義務）。

該当すると考えられる例代表的な言動の６つの類型

●殴打、足蹴りを行う。

●相手に物を投げつける。

１ 身体的な攻撃
暴行・傷害

●人格を否定するような言動を行う。
相手の性的指向・性自認に関する侮辱的な言動を含む。

●業務の遂行に必要な以上に長時間にわたる厳しい叱責を
繰り返し行う。

２ 精神的な攻撃
脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言

●１人の労働者に対して同僚が集団で無視をし、職場で孤立
させる。

３ 人間関係からの切り離し
隔離・仲間外し・無視

●新卒採用者に対し、必要な教育を行わないまま到底対応
できないレベルの業績目標を課し、達成できなかったこと
に対し厳しく叱責する。

４ 過大な要求
業務上明らかに不要なことや
遂行不可能なことの強制・仕事の妨害

●管理職である労働者を退職させるため、誰でも遂行可能な
業務を行わせる。

●気に入らない労働者に対して嫌がらせのために仕事を与え
ない。

５ 過小な要求
業務上の合理性なく能力や経験と
かけ離れた程度の低い仕事を命じること
や仕事を与えないこと

●労働者の性的指向・性自認や病歴、不妊治療等の機微な
個人情報について、当該労働者の了解を得ずに他の労働者
に暴露する。

６ 個の侵害

私的なことに過度に立ち入ること

※個別の事案について、パワハラに該当するのかの判断に際しては、当該言動の目的、言動が行われた経緯や状
況等、様々な要素を総合的に考慮することが必要です。
また、相談窓口の担当者等が相談者の心身の状況や当該言動が行われた際の受け止めなど、その認識にも配慮
しながら、相談者と行為者の双方から丁寧に事実確認を行うことも重要です。

職場におけるパワーハラスメントの代表的な言動の類型、該当すると考えられる例

職場における「パワーハラスメント」の定義

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

＼中小企業の事業主の皆さま／

労働施策総合推進法に基づく
｢パワーハラスメント防止措置｣が

中小企業の事業主にも義務化されました！
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検索職場におけるハラスメント防止のために

「職場におけるパワーハラスメントを防止するために講ずべき措置」とは？

事業主が必ず講じなければならない具体的な措置の内容は以下のとおりです。

①職場におけるパワハラの内容・パワハラを行ってはならない旨の方針
を明確化し、労働者に周知・啓発すること

②行為者について、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等
文書に規定し、労働者に周知・啓発すること

事業主の方針等の
明確化および周知・啓発

③ 相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること

④ 相談窓口担当者が、相談内容や状況に応じ、適切に対応できるよう
にすること

相談に応じ、適切に
対応するために
必要な体制の整備

⑤ 事実関係を迅速かつ正確に確認すること

⑥ 速やかに被害者に対する配慮のための措置を適正に行うこと

⑦ 事実関係の確認後、行為者に対する措置を適正に行うこと

⑧ 再発防止に向けた措置を講ずること
（事実確認ができなかった場合も含む）

職場におけるパワハラ
に関する事後の

迅速かつ適切な対応

⑨ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、
その旨労働者に周知すること

⑩ 相談したこと等を理由として、解雇その他不利益取り扱いをされない
旨を定め、労働者に周知・啓発すること
※労働者が事業主に相談したこと等を理由として、事業主が解雇その他の不利益
な取り扱いを行うことは、労働施策総合推進法において禁止されています。

併せて講ずべき措置

以下の望ましい取り組みについても、積極的な対応をお願いします。

パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントは、
単独ではなく複合的に生じることも想定し、一元的に相談に応じることのできる体制を整備すること

職場におけるパワーハラスメントの原因や背景となる要因を解消するための取り組みを行うこと
（コミュニケーションの活性化のための研修や適正な業務目標の設定等）

職場におけるパワーハラスメントを行ってはならない旨の方針を行う際に、自ら雇用する労働者以外に、
以下の対象者に対しても同様の方針を併せて示すこと
・他の事業主が雇用する労働者 ・就職活動中の学生等の求職者
・労働者以外の者（個人事業主などのフリーランス、インターンシップを行う者、教育実習生等）

カスタマーハラスメントに関し以下の取り組みを行うこと
・相談体制の整備
・被害者への配慮のための取り組み
（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して1人で対応させない等）

・被害防止のための取り組み（マニュアルの作成や研修の実施等）

職場におけるパワーハラスメント防止措置に関する詳しい情報・お問い合わせ

都道府県労働局雇用環境・均等部（室） https://www.mhlw.go.jp/content/000177581.pdf

社内の体制整備に活用できる情報・資料

●事業主・労働者向けパンフレットや社内研修用資料
厚生労働省のホームページからダウンロードできます。

●ポータルサイト「あかるい職場応援団」
職場におけるハラスメントに関する情報を発信しています。

職場におけるパワーハラスメント防止等のための望ましい取り組み

検索あかるい職場応援団 HP




